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１．基本的考え方  

 

民間主導を原則としつつ、我が国企業等の水素、アンモニア、合成燃料等（以下、水素等

という）の製造・貯蔵の取組を公的に支援することは、脱炭素社会の実現に向けて非化石エ

ネルギーの利用拡大が求められる中、安定的な資源供給を図る観点から極めて重要である。 

我が国は２０２０年１０月に「２０５０年カーボンニュートラル」を目指すことを宣言す

るとともに、２０２１年４月には、２０３０年度の新たな温室効果ガス排出削減目標として、

２０１３年度から４６％削減することを目指し、さらに５０％の高みに向けて挑戦を続け

るとの新たな方針を示している。  

温暖化への対応を、経済成長の制約やコストとする時代は終わり、成長への機会と捉え積

極的に温暖化対策を行うことが、産業構造や社会経済の変革をもたらし、次なる大きな成長

につながっていく。こうした「経済と環境の好循環」を実現するため、２０２０年 12 月に

「２０５０年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」が策定された。 

こうした気候変動問題への対応と日本のエネルギー需給構造の抱える課題の克服という

二つの大きな視点を踏まえ、第６次エネルギー基本計画（２０２１年１０月）では、日本が

有する脱炭素技術を、世界、とりわけアジアにおける脱炭素化への課題解決に活かしていけ

ば、新たな成長産業を生み出す契機にもなり得るとしており、発電分野の脱炭素化にも寄与

する水素・アンモニアを２０３０年の電源構成に位置づけている。 

２０５０年カーボンニュートラル実現に向けては、火力発電から大気に排出される  

ＣＯ２排出を実質ゼロにしていくという、火力政策の野心的かつ抜本的な転換を進めるこ

とが必要である。一方で、火力発電は東日本大震災以降の電力の安定供給や電力レジリエン

スを支えてきた重要な供給力であるとともに、現時点の技術を前提とすれば、再生可能エネ

ルギーの変動性を補う調整力として重要な機能を保持していることを踏まえ、安定供給を

確保しつつ、その機能をいかにして脱炭素電源に置き換えていくかが鍵となる。このため、

火力発電の脱炭素化に向けては、燃料そのものを水素・アンモニアに転換させることや、排

出されるＣＯ２を回収・貯留・再利用することで脱炭素化を図ることが求められる。 

水素については、２０３０年までに、ガス火力への３０％水素混焼や、水素専焼を目標と

し、実機を活用した混焼・専焼の実証の推進、技術開発が進められている。また、電力分野
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だけでなく、運輸部門や電化が困難な産業部門等の脱炭素化にも資することから、カーボン

ニュートラル時代のエネルギー供給において中心的な役割を担うことが期待されており、

需給一体となったサプライチェーンの構築が求められている。 

 燃料アンモニアについては、NOｘ排出を抑制した石炭火力発電への混焼の基礎技術は確

立されており、２０３０年までに石炭火力発電への２０％混焼の商用化実現に向けた実証

を進めるとともに、より高混焼、専焼化を目指し、技術開発が行われている。また、船舶や

工業炉等の用途拡大も見込まれる中、製造面では大規模化・コスト削減・CO2 排出量低減

に資する製造方法の開発実証を行われており、今後は、需要拡大に対応した新たなサプライ

チェーンの構築が必要とされている。 

 合成燃料や合成メタンについては、既存のインフラを活用することで導入コストを押さ

えられるとともに、電化・水素エネルギーへの代替が困難又は限定的となってしまう分野に

おいても既存の化石燃料からの代替が可能であり、脱炭素化に資する燃料として脱炭素社

会の実現に向けた多様な選択肢の一つとして早期の社会実装を実現することが求められて

いる。合成燃料については、２０４０年までの自立商用化を目指し、２０３０年までに高効

率かつ大規模な製造技術を確立し、２０３０年代に導入拡大・コスト低減のため既存技術の

高効率化、革新的新規技術・プロセスの開発が進められている。合成メタンについては、今

後実用化・低コスト化に向けた設備の大型化や高効率化などの技術開発の取組などを通じ

て、２０２０年代後半には海外から国内へ合成メタンの輸送を開始し、２０３０年代には全

国的な導入拡大を進めていき、コスト低減を図りながら、２０４０年代には商用化の実現を

目指す。 

今後、我が国における脱炭素社会の実現に向けて、非化石エネルギーの利用拡大が求めら

れる中で安定的な資源供給の確立を図るため、従来の資源に加え、新たに脱炭素電源の燃料

の中心を担っていく水素等の資源の安定的な供給が重要である。発電用途や輸送用途での

利用拡大が見込まれる中、国際的なサプライチェーンの構築が見込まれるが、原料の調達リ

スクや非化石エネルギー源市場のボラティリティのリスク、大規模な設備投資に伴い回収

に長期を要するリスク等が伴い、それらリスクの低減が必要であるため、令和 4 年に

JOGMEC 法等の改正法が成立し、水素の製造及び貯蔵事業へのリスクマネー支援が可能と

なった。 

水素の製造及び貯蔵事業は、火力発電の脱炭素化や輸送等の新規用途での水素の導入・普

及促進に寄与し、緊急時における安定供給の継続性や、事業実施国、産油・産ガス国との相

互依存関係の強化等の多面的効果を有している。 

上記の観点をふまえつつ、JOGMEC は、我が国のエネルギー政策と整合し、エネルギ

ーの安定供給に資すると考えられるプロジェクトを対象に出資・債務保証による支援を行

い、我が国の脱炭素化や国際競争力のある水素関連産業の育成等に貢献することとする。  

なお、出資・債務保証業務の実施にあたっては、令和 4 年の JOGMEC 法等改正法の国

会成立時に議決された附帯決議をふまえ、できるだけ早期に温室効果ガスの排出を可能な
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限り抑えた製造方法等 への移行を進めると共に、支援措置の有効性及び効率性に十分に

配慮し、国民への適切な情報開示に努めることとする。 

 

 

２．支援対象事業  

十分な経済性が確保されることを前提とした上で、エネルギー基本計画の趣旨を踏まえつ

つ、以下の要件を満たす案件に対し支援を行うこととする。  

 

I. 供給源の拡大など水素等の安定供給及び脱炭素化の観点から戦略的意義を有すること。

具体的には、以下の要素を考慮し、総合的に判断することとする。 

 

（１） 我が国への水素等の供給の拡大や供給源の多角化に資する等、エネルギーセキ

ュリティ上の効果が大きい案件であること。  

（２） オペレーター案件である等、我が国の影響力が確保されている案件であること  

（３） 相当規模の製造や貯蔵量が期待できる案件であること。  

（４） 事業実施国との関係強化が期待できる案件であること。 

 

II. 国際競争力のある我が国産業の育成の観点から戦略的意義を有すること。具体的には、

以下の要素を考慮し、総合的に判断することとする。  

（１） オペレーター経験・ノウハウを蓄積できる案件であること。 

（２） 我が国企業の競争力強化に資する先進的技術を蓄積できる案件であること。 

（３） サプライチェーン構築等、我が国企業の戦略的価値を高めることが十分期待で

きる案件であること。 

（４） 我が国企業間の経営資源の連携・集約化に資する案件であること。 

 

III. その特徴や投資規模等の観点から公的支援が不可欠であると認められる案件であるこ

と  

 

なお、我が国への水素等の安定かつ安価な供給と水素等関連産業の育成を図る上では、関

連するサプライチェーンを大規模かつ早期に構築することが重要であることに鑑み、短期

的には、我が国向けの水素等の持込量や持込比率が大きい製造案件や、我が国内における水

素等の受入に係る案件を優先する。他方、本質的には、我が国企業が水素等の幅広いサプラ

イチェーンに関与すること、我が国企業が、我が国への持込に限らず水素等の取扱量を増や

していく事がエネルギー安定供給上重要であることから、中長期的には前述の事業類型に

よる優先順位付けはせず、案件毎に判断する。 
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また、国内の水素等製造プロジェクトについては、目標達成の費用対効果の観点から、我

が国のエネルギー自給率向上への寄与の大きさや他の政策支援の有無等をふまえ総合判断

する。 

 

３．新規事業の支援方法  

JOGMEC は、以下の方針に則って支援を行う。  

 出資・債務保証に関連する情報の収集と提供、地質構造調査、技術支援、教育研修など

自らが有する様々なツールを有機的に組み合わせ、調査段階から開発・製造や貯蔵段階

に至るまで我が国企業等のニーズに対応した切れ目のない実践的支援を実施する。 

 業務方法書に従い、JOGMEC の出資比率は対象事業費の５割、債務保証比率は保証対

象債務の５割をそれぞれ限度とする。ただし、水素等の製造・貯蔵の規模が一定以上で

あり、かつ、技術的困難度が高い、我が国企業がオペレーターである、我が国企業の議

決権が一定以上である、カントリーリスクが一定以上である、のいずれかに該当するプ

ロジェクト、又は、エネルギー政策上考慮すべきプロジェクト、 については、出資比

率及び債務保証比率の上限を７割５分とする。  

 出資比率を７割５分とする場合には、民間主導によるプロジェクト推進の原則から、民

間出資分を超える JOGMEC の出資額を無議決権株式の取得に限定する。  

 具体的な案件の審査及び採択にあたっては、適正な経済性評価方法と定量的な指標に

基づく審査基準を策定する。個別案件の審査にあたっては、外部専門家も活用する。 

 採択後には、民間主導の原則をふまえつつ、必要に応じて外部専門家を活用して、効果

的・効率的なプロジェクト管理を徹底する。特に、海外企業との共同操業案件の場合、

我が国企業が、海外パートナーのスピードに合わせた意志決定を求められる場合が多

いことに鑑み、迅速な業務の遂行を徹底する。  

 我が国企業からの申請案件の受動的な審査にとどまらず、事業者のニーズを踏まえ、プ

ロジェクトの発掘・育成・自立化への積極的な関与を行う。 

 定期的に支援対象企業へのヒアリングを行い、その経営戦略や成長戦略、経営資源、財

務状態を適切に把握する。当該企業から採択申請があった場合は、申請対象プロジェク

トのポテンシャルとリスクの評価に加え、申請内容が当該企業の経営戦略や成長戦略

における重点的取組と整合しているか、競合他社に対するコスト面等での明確な優位

性を持つものか、企業の経営資源が効果的に活用される事業実施計画であるかなどに

ついても厳格に評価を行い、その結果、優先度が高いと判断された案件を採択する。  

 損失が不可避的に生じやすい構造にあるリスクマネーの性質を考慮しつつ、業務遂行

に必要な資金の確保と財務内容の健全性維持を両立させる観点から、成功に至ったプ

ロジェクトに係る株式の売却や、政府保証付き借入れの適切な活用を推進する。ポート

フォリオ管理も意識して支援する。  
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 海外資源企業の買収・資本提携への支援にあたっては、当該企業の保有する資産の価値

のみならず、当該企業の経営力、財務力や人的リソースなどを総合的に評価した上で、

我が国産業の国際競争力強化や、資源・エネルギーの安定供給の観点から、当該支援の

妥当性を確認する。 

 

 

 以上 


